
入  札  公  告 

 
 次のとおり一般競争入札に付します。 

 令和５年１１月２７日 

                        契約担当者 日本鉄道共済組合 

                            事務局長 秋 本 正 夫 

 

１ 調達内容 

（１）入札件名 

   年金決定業務等にかかる労働者派遣契約 

（２）派遣先事業所・就業場所 

   〒231-8315 

   神奈川県横浜市中区本町６－50－１ 横浜アイランドタワー19階 

   日本鉄道共済組合 

（３）契約期間 

   令和６年１月１日 ～ ３月３１日の３か月 

(延長の場合有り) 

（４）契約人数及び就業時間 

   1名 9:00 開始～17:40終了を基本とする(休憩 12:00～13:00) 

実働時間 7時間 40分 30 分単位の時差出勤が可能。コアタイムは 10:00～16:00。 

（５）業務概要 

   年金係の業務及び補助業務等 
         ・一般事務 
         ・書類作成、データ入力 
         ・電話対応（年金請求の受付・相談等の電話応答オペレータ業務） 

         ・ファイリング 
 

２ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70条の規定に該当しない者である

こと。 

   なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予決令第 71条の規定に該当しない者であること。 

（３）国の機関において、令和４・５・６年度の一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統

一資格）で「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされ、関東・甲信越地域の

競争参加資格を有している者、又は当該競争参加資格を有していない者で、競争参加資



格審査申請書を提出し、入札書の受領期限までに競争参加資格審査を受け、前記等級に

格付けされた者であること。 

（４）下記開札の日時までに厚生労働省が認定を行う「優良派遣事業者認定」を受けている

こと。 

（５）国の機関において、指名停止を受けている期間中に該当しない者であること。 

（６）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、

購買等契約からの排除要請があり、当該状態が継続していない者であること。 

（７）入札説明書及び仕様書の交付を受けた者であること。 

 

３ 入札説明書等の交付日時及び場所 

（１）入札説明書及び仕様書の交付場所及び問合せ先 

   〒231-8315 神奈川県横浜市中区本町６－50－１ 横浜アイランドタワー19階 

   日本鉄道共済組合 総務係 ＴＥＬ 045-222-9673 

（２）入札説明書及び仕様書の交付方法 

   公告日より令和５年１２月８日（金）の間、上記３（１）の場所にて交付する。 

   交付時間 平日 10時 00分～16時 00分（12時 00分～13時 00分までの時間を除く） 

   なお、交付は手交を原則とするが、１２月８日（金）までに手交による入手が不可の

場合、入札説明書及び仕様書を送付するため、令和５年１２月７日（木）12 時までに

上記３（１）へ送付先を連絡すること。 

（３）開札の日時及び場所 

   令和５年１２月１５日（金）10時 00分 

   神奈川県横浜市中区本町６－50－１ 横浜アイランドタワー19階 

   独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 Ｂ会議室 

 

４ その他 

（１）入札及び入札の手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金 

   免除 

（３）入札の無効 

   本公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した

入札。 

（４）契約書作成の要否 

   要（契約書及び契約に係る文書に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に

限る。）。 

（５）落札者の決定方法 

   この公告に示した業務を履行することができると契約担当者が判断した入札者であ



って、予決令第 79 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格

をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10パーセントに相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110分の 100に

相当する金額を入札書に記載すること。 

（６）その他 

   詳細は入札説明書による。 


